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(57)【要約】
　本開示内容は、陽極電着プロセスにより導電性基材に塗布できるコーティング組成物、
コーティング組成物でコートされた基材、および基材へのコーティング塗布方法に関する
。コーティング組成物は、α－オレフィンと不飽和カルボン酸とを含む少なくとも部分的
に中和されたコポリマーの水性分散液を含む。コーティング層の基材への塗布後、加熱す
ると、コーティングが硬化して、架橋網を形成し、耐久性のある耐チップ性および耐食性
の仕上げを与えることができる。



(2) JP 2010-540758 A 2010.12.24

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ｉ）α－オレフィンと不飽和カルボン酸とのコポリマーと、中和剤との反応生成物であ
る、α－オレフィンと不飽和カルボン酸との少なくとも部分的に中和されたコポリマーと
、
　ｉｉ）成膜添加剤と、
　ｉｉｉ）硬化剤と
を含む水性分散液である電着可能な組成物。
【請求項２】
　前記コポリマーが、無機塩基、有機塩基およびこれらの組み合わせからなる群から選択
される中和剤で中和されている請求項１に記載の電着可能な組成物。
【請求項３】
　前記中和剤が、Ｎ（Ｒ2）3であり、式中、各Ｒ2は、Ｈ、ＣＨ3、ＣＨ2ＣＨ3、ＣＨ2Ｃ
Ｈ2ＣＨ3、ＣＨ（ＣＨ3）2、ＣＨ2ＯＨ、ＣＨ2ＣＨ2ＯＨ、ＣＨ2ＣＨ2ＣＨ2ＯＨ、ＣＨ2

ＣＨ（ＯＨ）ＣＨ3、ＣＨ（ＣＨ3）ＣＨ2ＯＨおよびＣＨ（ＯＨ）ＣＨ2ＣＨ3からなる群
から独立して選択され、前記成膜添加剤は、Ｎ（Ｒ3）（Ｒ4）（Ｒ5）であり、式中、Ｒ3

およびＲ4は、それぞれ独立して、水素、あるいは－ＣＨ3、－ＣＨ2ＣＨ3、－ＣＨ2ＣＨ2

ＣＨ3、－ＣＨ（ＣＨ3）2またはＣ3－Ｃ20直鎖、分岐または環状アルキル基からなる群か
ら選択されるアルキル基であるか、または式中、Ｒ3およびＲ4は一緒になって、少なくと
も４個の炭素原子を有する環を形成してもよく、式中、Ｒ5はＣ4－Ｃ20直鎖、分岐または
環状アルキル基である請求項１に記載の電着可能な組成物。
【請求項４】
　前記硬化剤が、過酸化物である請求項１に記載の電着可能な組成物。
【請求項５】
　前記硬化剤が、金属過酸化物である請求項４に記載の電着可能な組成物。
【請求項６】
　前記硬化剤が、過酸化亜鉛である請求項５に記載の電着可能な組成物。
【請求項７】
　（ａ）５～２５重量パーセントのコポリマーが、重量不飽和カルボン酸モノマーから誘
導されるように、不飽和カルボン酸モノマーが前記コポリマーに組み込まれ、（ｂ）前記
コポリマーの中和前のメルトインデックスが、１０～１０００である請求項１に記載の電
着可能な組成物。
【請求項８】
　前記中和剤および前記成膜添加剤が、α－オレフィンおよび不飽和カルボン酸を含む前
記コポリマーのカルボン酸基の３０～１５０パーセントの範囲で理論的に中和可能な量で
存在する請求項１に記載の電着可能な組成物。
【請求項９】
　前記中和剤が、前記中和剤および成膜添加剤の総重量を基準にして、１～９９重量パー
セントの量で存在する請求項８に記載の電着可能な組成物。
【請求項１０】
　ｉ）α－オレフィンおよび不飽和カルボン酸を含む少なくとも部分的に中和されたコポ
リマーと、
　ｉｉ）Ｎ，Ｎ－ジメチルドデシルアミン、Ｎ，Ｎ－ジメチルオクタデシルアミン、Ｎ，
Ｎ－ジデシルメチルアミン、Ｎ，Ｎ－ジメチルシクロヘキシルアミン、Ｎ，Ｎ－ジメチル
シクロヘキシルアミン、トリオクチルアミンおよびこれらの組み合わせからなる群から選
択される成膜添加剤と、
　ｉｉｉ）過酸化亜鉛と
を含む電着可能な水性分散液。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
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【０００１】
　本出願は、２００７年１０月６日出願の米国仮特許出願第６０／９９７，８２２号明細
書の優先権を主張する。
【０００２】
　本開示内容は、導電性基材に電着できるα－オレフィンと不飽和カルボン酸との少なく
とも部分的に中和されたコポリマーの水性分散液を含む組成物に関する。塗布したコーテ
ィング組成物を高温で硬化して、架橋したコーティングを形成すると、基材の耐食を助け
、非常に耐久性のある耐チップ性のコーティングを与えることができる。
【背景技術】
【０００３】
　電着プロセスによる導電性基材のコーティングは、電気コーティングプロセスとも呼ば
れ、周知されており、重要な工業プロセスである。金属自動車基材へのプライマーの電着
は、自動車業界において広く用いられている。このプロセスにおいて、導電性物品、例え
ば、自動車車体または自動車部品を、成膜ポリマーの水性乳剤の浴に浸漬する。物品は、
電着プロセスにおいて電極として作用する。電流が、物品と対電極間を通って、コーティ
ングが物品に堆積するまで、コーティング組成物と電気的に接触する。陰極電気コーティ
ングプロセスにおいて、コートされる物品は陰極であり、対電極は陽極である。陽極電気
コーティングプロセスにおいて、コートされる物品は陽極であり、対電極は陰極である。
【０００４】
　典型的な陰極電着プロセスの浴で用いる成膜樹脂組成物も当該技術分野において周知で
あり、１９７０年代から用いられてきた。これらの樹脂は、典型的に、アミン化合物によ
り鎖伸張されたポリエポキシド樹脂から作製される。エポキシアミン付加物を酸化合物で
中和して、水溶性または水分散性樹脂を形成する。これらの樹脂を、架橋剤、通常、ポリ
イソシアネートとブレンドし、水に分散して、主乳剤と通常呼ばれる水乳剤を形成する。
【０００５】
　主乳剤は、顔料ペースト、凝集溶剤、水およびその他添加剤、例えば、成膜添加剤、ピ
ンホール添加剤およびクレーター防止剤と混合して、電気コーティング浴を形成する。電
気コーティング浴は、陽極を含む絶縁タンクに配置される。コートされる物品は陰極であ
り、電着浴を含むタンクを通過する。電気コートされている物品に堆積するコーティング
の厚さは、浴特性、タンクの電気操作特性、浸漬時間等に応じて決まる。
【０００６】
　陽極電気コート組成物は、公知であるものの、電気コーティング業界の僅かな割合を占
めるに過ぎない。最初の自動車電気コートシステムは陽極であったが、不適切な耐食性、
硬化した膜の汚れおよび基材に対する感受性に問題があった。陽極電気コート組成物は、
１９７０年代半ばに陰極電気コーティングに大部分取って変わられた。
【０００７】
　陰極電着に比べ、公知の陽極電着組成物でコートした物品は、典型的に、低い耐食性、
低い耐チップ性および低い可撓性を有する。陰極コーティングは、陽極電着コーティング
よりも広く用いられているが、陰極電着コーティングは、ＵＶ安定性が限定されている、
変形に対する抵抗性が低い、耐チップ性が低い、すなわち、少なくとも１つの電着コーテ
ィングの層でコートされた基材と接触する石またはその他材料から受ける衝撃に対する抵
抗性が低いといった問題が未だある。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　改善された耐ＵＶ性、変形に対する良好な抵抗性および改善された耐チップ性を有する
電着コーティングが必要とされている。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本開示内容は、
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　ｉ）α－オレフィンと不飽和カルボン酸とのコポリマーと、中和剤との反応生成物であ
る、α－オレフィンと不飽和カルボン酸との少なくとも部分的に中和されたコポリマーと
、
　ｉｉ）成膜添加剤と、
　ｉｉｉ）硬化剤と
を含む水性分散液である電着可能な組成物に関する。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　本開示内容には、電着可能なコーティング組成物、コーティング組成物の層を含む物品
および前記物品を製造する方法が記載されている。電着可能な組成物は、α－オレフィン
および不飽和カルボン酸の少なくとも部分的に中和されたコポリマー水分散液、成膜添加
剤および硬化剤を含む水性分散液を含む。α－オレフィンと不飽和カルボン酸とのコポリ
マーは、α－オレフィン、例えば、エチレンと、α，β－不飽和カルボン酸モノマー、例
えば、（メタ）アクリル酸との両方を含むモノマー混合物から重合されたコポリマーであ
る。コポリマーは、無機塩基、有機塩基またはこれらの組み合わせで中和して、α－オレ
フィンと不飽和カルボン酸との少なくとも部分的に中和されたコポリマーを形成すること
ができる。電着可能な組成物は、導電性基材上に乾燥および硬化した膜層を形成するのに
特に有用である。
【００１１】
　本明細書で用いる「（メタ）アクリル」という用語は、アクリル部分またはメタクリル
部分のうち１つまたは両方を示すのに用いられる。例えば、（メタ）アクリル酸という用
語は、アクリル酸および／またはメタクリル酸を意味する。
【００１２】
　「（メタ）アクリレート」という用語は、アクリレート部分またはメタクリレート部分
のうち１つまたは両方を意味する。例えば、メチル（メタ）アクリレートという用語は、
メチルアクリレートおよび／またはメチルメタクリレートを意味する。
【００１３】
　本明細書で用いる「水性分散液」という用語は、固体粒子が水中に分散された液体系を
意味する。開示されたコーティング組成物用の分散剤は水であるが、少量の揮発性有機溶
剤が存在していてもよい。
【００１４】
　「α－オレフィンと不飽和カルボン酸とのコポリマー」、「酸コポリマー」および「α
－オレフィンと不飽和カルボン酸とを含むコポリマー」という表現は、同じ意味で用いら
れ、少なくとも１つのα－オレフィンモノマー、例えば、エチレンと、少なくとも１つの
不飽和カルボン酸モノマー、例えば、（メタ）アクリル酸とを含むモノマー混合物から、
公知の共重合方法に従って、重合されるコポリマーを意味する。
【００１５】
　本発明において、「少なくとも部分的に中和された」コポリマーという表現には、酸中
和組成物の連続範囲が含まれ、カルボン酸官能基を含むコポリマーの少なくとも３０パー
セントの酸基が、無機塩基、有機塩基またはこれらの組み合わせから選択される塩基と反
応して、酸コポリマーの塩を形成する。この表現はまた、本発明においては、過剰の塩基
を用いて、酸コポリマーのカルボン酸基の全てまたは実質的に全てを中和する例も含むと
考えるものとする。
【００１６】
　本明細書で用いるメルトインデックスは、ＡＳＴＭ　Ｄ１２３８に従って、１９０℃、
２．１６ｋｇで求められ、記録された値は、グラム／１０分の単位である。
【００１７】
　本開示内容の特徴および利点は、以下の詳細な説明を読むと、当業者であれば容易に理
解されるであろう。別個の実施形態で上述および後述する明確にするための特定の実施形
態は、単一の実施形態の組み合わせで与えられてよいものと考えられる。反対に、簡潔に
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するために単一の実施形態で記載された様々な特徴も別個に、または任意の下位の組み合
わせで与えられてもよい。
【００１８】
　また、「１つ」とは、本明細書に記載した要素および構成成分を説明するのに用いられ
る。これは、簡便にし、開示内容の範囲の一般的な意味を与えるためにすぎない。これに
は、１つ、または少なくとも１つが含まれるものとし、別記しない限り、単数には複数も
含まれる。
【００１９】
　本出願で指定された様々な範囲での数値は、別記しない限り、近似値であり、指定され
た範囲内の最小値および最大値にはその前に「約」という言葉が付くものとする。このよ
うに、指定した範囲上下に僅かな変動があっても、その範囲内の値と実質的に同じ結果が
得られる。また、これらの範囲の開示は、最小値と最大値間の各値を含む連続した範囲を
対象とする。
【００２０】
　上記の説明において、概念を特定の実施形態を参照して記載してきたが、当業者であれ
ば、特許請求の範囲に規定された開示内容の範囲から逸脱することなく、様々な修正およ
び変更を行えることが分かるであろう。従って、明細書は、限定的な意味でなく、例示と
みなされ、このような修正は全て、開示内容の範囲に含まれるものとする。
【００２１】
電着可能な組成物
　一実施形態において、電着可能な組成物は、ｉ）α－オレフィンと不飽和カルボン酸と
の少なくとも部分的に中和されたコポリマーと、ｉｉ）成膜添加剤と、ｉｉｉ）硬化剤と
を含む水性分散液である。
【００２２】
　他の実施形態において、電着可能な組成物は、ｉ）α－オレフィンと不飽和カルボン酸
との少なくとも部分的に中和されたコポリマーと、ｉｉ）成膜添加剤と、ｉｉｉ）硬化剤
と、ｉｖ）界面活性剤とを含む水性分散液である。
【００２３】
　他の実施形態において、電着可能な組成物は、ｉ）α－オレフィンおよび不飽和カルボ
ン酸の少なくとも部分的に中和されたコポリマーと、ｉｉ）成膜添加剤と、ｉｉｉ）硬化
剤とから本質的になる水性分散液である。
【００２４】
　さらに他の実施形態において、電着可能な組成物は、ｉ）α－オレフィンと不飽和カル
ボン酸との少なくとも部分的に中和されたコポリマーと、ｉｉ）成膜添加剤と、ｉｉｉ）
硬化剤と、ｉｖ）界面活性剤とから本質的になる水性分散液である。
【００２５】
　上記の実施形態において、α－オレフィンと不飽和カルボン酸との少なくとも部分的に
中和されたコポリマーは、中和剤と、α－オレフィンと不飽和カルボン酸のコポリマーと
の反応生成物である。
【００２６】
エチレンおよび（メタ）アクリル酸を含むコポリマー
　本発明の酸コポリマーは、α－オレフィンモノマーと不飽和カルボン酸モノマーとを含
むモノマー混合物から重合することができる。好適なα－オレフィンは、式Ｒ（Ｒ1）Ｃ
＝ＣＨ2で表され、式中、ＲおよびＲ1は、水素または１～８個の炭素原子を有するアルキ
ル基からそれぞれ独立して選択される。ある実施形態において、α－オレフィンは、例え
ば、エチレン、プロピレン、１－ブテン、イソブテン、１－ペンテン、２－メチル－１－
ブテン、３－メチル－１－ブテン、１－ヘキセン、２－メチル－１－ヘキセンおよびこれ
らの組み合わせから選択することができる。
【００２７】
　不飽和カルボン酸モノマーは、３～８個の炭素原子を有するα，β－エチレン性不飽和
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カルボン酸を含むことができる。好適な不飽和カルボン酸としては、例えば、アクリル酸
、メタクリル酸、マレイン酸およびマレイン酸モノ－エステル（当該技術分野においては
、マレイン酸の「ハーフ－エステル」とも呼ばれる）が挙げられる。その他好適なカルボ
ン酸モノマーとしては、例えば、クロトン酸、イタコン酸、フマル酸、ハロアクリル酸、
例えば、クロロアクリル酸、シトラコン酸、ビニル酢酸、ペンテン酸、アルキル（メタ）
アクリル酸、アルキルクロトン酸、アルケン酸およびこれらの組み合わせが挙げられる。
【００２８】
　一実施形態において、アクリル酸は、α－オレフィンと不飽和カルボン酸とを含むコポ
リマーを重合するのに用いるカルボン酸モノマーである。他の実施形態において、メタク
リル酸は、α－オレフィンと不飽和カルボン酸とを含むコポリマーを形成するのに用いる
不飽和カルボン酸モノマーである。第３の実施形態において、アクリル酸とメタクリル酸
との組み合わせは、α－オレフィンと不飽和カルボン酸とを含むコポリマーを重合するの
に用いる不飽和カルボン酸モノマーである。
【００２９】
　α－オレフィンと不飽和カルボン酸とを含むコポリマーは、エチレンと、アクリル酸お
よび／またはメタクリル酸とから形成されたランダムコポリマーとすることができ、任意
選択的に、１つ以上の追加のモノマーを含むことができる。追加のモノマーとしては、例
えば、アルキル基が約１～約８個の炭素原子を有するアルキル（メタ）アクリレート、ス
チレンまたは置換スチレン、（メタ）アクリロニトリル、酢酸ビニル、ビニルエーテルお
よびこれらの組み合わせの１つ以上が挙げられる。追加のモノマーは、α－オレフィンと
不飽和カルボン酸とを含むコポリマーにおけるモノマーの総重量を基準として、０～４０
重量パーセントの範囲で用いることができる。
【００３０】
　用いるのに好適なコポリマーとしては、例えば、エチレン／（メタ）アクリル酸／ｎ－
ブチル（メタ）アクリレート、エチレン／（メタ）アクリル酸／イソ－ブチル（メタ）ア
クリレート、エチレン／（メタ）アクリル酸／メチル（メタ）アクリレート、エチレン／
（メタ）アクリル酸／エチル（メタ）アクリレートおよびこれらの組み合わせ等のコポリ
マーが例示される。
【００３１】
　本発明を実施するのに有用な好適なコポリマーは、直鎖、分岐またはグラフトコポリマ
ーとすることができる。これらのポリマーを生成するプロセスは、当該技術分野において
周知であり、本明細書では説明しない。α－オレフィンおよび不飽和カルボン酸のコポリ
マーの好適な例は、市販されており、例えば、ＤｕＰｏｎｔ（Ｗｉｌｍｉｎｇｔｏｎ，Ｄ
ｅｌａｗａｒｅ）より入手可能なＮＵＣＲＥＬ（登録商標）酸コポリマー樹脂が挙げられ
る。
【００３２】
　ある実施形態において、α－オレフィンと不飽和カルボン酸とのコポリマーは、コポリ
マーを形成するモノマーの総重量を基準として、５～２５重量パーセントの範囲のモノマ
ー含量を有するカルボン酸を含む。α－オレフィンと不飽和カルボン酸とのコポリマーの
メルトインデックスは、１０～１０００の範囲である。
【００３３】
　他の実施形態において、α－オレフィンと不飽和カルボン酸とのコポリマーのメルトイ
ンデックスは、５０～８００の範囲、他の実施形態においては、メルトインデックスは、
１００～５００の範囲、さらなる実施形態においては、メルトインデックスは、２００～
４５０の範囲である。一実施形態において、α－オレフィンと不飽和カルボン酸とのコポ
リマーは、メルトインデックスが約３００、約２０パーセントの（メタ）アクリル酸モノ
マー含量を有するＮＵＣＲＥＬ（登録商標）酸コポリマー樹脂である。他の実施形態にお
いて、α－オレフィンと不飽和カルボン酸とのコポリマーは、メルトインデックスが約４
００、約１９パーセントの（メタ）アクリル酸モノマー含量を有するＮＵＣＲＥＬ（登録
商標）酸コポリマー樹脂である。
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【００３４】
　酸コポリマーは、電着可能な組成物中に、総固体含量を基準にして５５～９０重量パー
セントの範囲で含まれる。本明細書において、「総固体含量」という用語は、存在するで
あろう水およびその他少量の揮発性有機溶剤を除いた、電着組成物中に存在する全成分の
総重量を意味する。
【００３５】
　ある実施形態において、酸コポリマーは、総固体含量を基準として、５５～８５重量パ
ーセントの範囲で電着可能な組成物中に存在し得る。
【００３６】
　さらなる実施形態において、α－オレフィンと不飽和カルボン酸とのコポリマーは、総
固体含量を基準として、６０～８０重量パーセントの範囲で、電着可能な組成物中に存在
し得る。
【００３７】
中和剤
　中和剤（すなわち、塩基）を添加して、α－オレフィンと不飽和カルボン酸とのコポリ
マーのカルボン酸基の少なくとも一部を中和する。中和剤は、酸コポリマーと反応して、
酸の塩を形成することのできる任意の塩基とすることができる。塩基は、有機塩基、無機
塩基およびこれらの組み合わせからなる群から選択することができる。無機塩基としては
、例えば、金属水酸化物、例えば、水酸化カリウム、水酸化ナトリウム、水酸化カルシウ
ム、水酸化マグネシウムが挙げられる。有機塩基としては、アンモニア、第１級アミン、
第２級アミン、第３級アミン、ヒドラジン、モノ－、ジ－、トリ－またはテトラ－アルキ
ルヒドラジンが挙げられる。上記した中和剤のいずれかの組み合わせが好適である。酸－
塩基の化学は、当業者に周知であるため、本明細書に具体的に挙げないその他塩基の使用
は、新規とは考えられず、本発明の意図する範囲外とは考えられないものとする。
【００３８】
　ある実施形態において、中和剤は、水酸化カリウム、水酸化ナトリウムまたはこれらの
組み合わせである。他の実施形態において、中和剤は、式Ｎ（Ｒ2）3のアミンとすること
ができ、式中、各Ｒ2は、Ｈ、ＣＨ3、ＣＨ2ＣＨ3、ＣＨ2ＣＨ2ＣＨ3、ＣＨ（ＣＨ3）2、
ＣＨ2ＯＨ、ＣＨ2ＣＨ2ＯＨ、ＣＨ2ＣＨ2ＣＨ2ＯＨ、ＣＨ2ＣＨ（ＯＨ）ＣＨ3、ＣＨ（Ｃ
Ｈ3）ＣＨ2ＯＨおよびＣＨ（ＯＨ）ＣＨ2ＣＨ3からなる群から独立に選択される。ある実
施形態において、中和剤は、エタノールアミン、Ｎ－メチルエタノールアミン、Ｎ－エチ
ルエタノールアミン、Ｎ，Ｎ－ジメチルエタノールアミン、ジメチルアミン、ジエチルア
ミン、ジイソプロピルアミン、ジプロピルアミン、トリメチルアミン、トリエチルアミン
およびこれらの組み合わせからなる群から選択することができる。
【００３９】
成膜添加剤
　本明細書で用いる「成膜添加剤」という用語は、１２ミクロン～５０ミクロンの範囲の
厚さを有する電着組成物層を与えるのに必要な添加剤である。
【００４０】
　成膜添加剤は、長鎖アルキルアミンとすることができる。長鎖アルキルアミンは、一般
式Ｎ（Ｒ3）（Ｒ4）（Ｒ5）で表わされ、式中、Ｒ3およびＲ4は、それぞれ独立に、水素
、または－ＣＨ3、－ＣＨ2ＣＨ3、－ＣＨ2ＣＨ2ＣＨ3、－ＣＨ（ＣＨ3）2またはＣ3－Ｃ2

0直鎖、分岐または環状アルキル基から選択されるアルキル基であるか、または式中、Ｒ3

およびＲ4は一緒になって、少なくとも４個の炭素原子を有する環を形成してもよく、式
中、Ｒ5はＣ4－Ｃ20直鎖、分岐または環状アルキル基である。
【００４１】
　好適な長鎖アルキルアミンとしては、例えば、ドデシルアミン、Ｎ－メチルドデシルア
ミン、Ｎ－エチルドデシルアミン、Ｎ，Ｎ－ジメチルドデシルアミン、Ｎ，Ｎ－ジエチル
ドデシルアミン、オクタデシルアミン、Ｎ－メチルオクタデシルアミン、Ｎ－エチルオク
タデシルアミン、Ｎ，Ｎ－ジメチルオクタデシルアミン、Ｎ，Ｎ－ジエチルオクタデシル
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アミン、シクロヘキシルアミン、Ｎ－メチルシクロヘキシルアミン、Ｎ－エチルシクロヘ
キシルアミン、Ｎ，Ｎ－ジメチルシクロヘキシルアミン、Ｎ，Ｎ－ジエチルシクロヘキシ
ルアミン、Ｎ，Ｎ－ジデシルアミン、Ｎ，Ｎ－ジデシルエチルアミン、Ｎ，Ｎ－ジデシル
メチルアミンおよびこれらの組み合わせが挙げられる。
【００４２】
　成膜添加剤は、アミン官能性化合物であるため、α－オレフィンと不飽和カルボン酸と
のコポリマー中のカルボン酸基を中和することができる。本開示内容のある実施形態にお
いて、中和剤と成膜添加剤の組み合わせは、α－オレフィンと不飽和カルボン酸とのコポ
リマーのカルボン酸基の３０パーセント以上を理論的に中和できる量で存在し得る。他の
実施形態において、中和剤と成膜添加剤の組み合わせは、α－オレフィンと不飽和カルボ
ン酸とのコポリマーのカルボン酸基の３０～１５０パーセントの範囲で理論的に中和でき
る量で存在し得る。
【００４３】
　中和剤対成膜添加剤の比は、１：９９～９９：１の範囲とすることができる。ある実施
形態において、中和剤対成膜添加剤の比は、１０：９０～９０：１０の範囲とすることが
できる。他の実施形態において、中和剤対成膜添加剤の比は、２０：８０～８０：２０の
範囲とすることができる。さらなる実施形態において、中和剤対成膜添加剤の比は、３０
：７０～７０：３０の範囲とすることができる。比は全て、中和剤対成膜添加剤の重量比
である。
【００４４】
硬化剤
　過酸化物硬化剤を、電着可能な組成物に添加すると、硬化の際に架橋コーティングが与
えられる。好適な過酸化物としては、有機および無機過酸化物化合物が挙げられる。一実
施形態において、硬化剤は、金属過酸化物、例えば、過酸化亜鉛とすることができる。他
の実施形態において、好適な金属過酸化物は、過酸化マグネシウム、過酸化バリウム、過
酸化ストロンチウム、過酸化カドミウム、過酸化チタンおよびこれらの組み合わせからな
る群から選択することができる。
【００４５】
　ある実施形態において、硬化剤は、総固体を基準として、５～３０重量パーセントの範
囲で電着可能な組成物に存在し得る。他の実施形態において、硬化剤は、総固体を基準と
して、５．５～２０重量パーセントの範囲で電着可能な組成物に存在し得る。さらに他の
実施形態において、硬化剤は、総固体を基準として、６～１０重量パーセントの範囲で電
着可能な組成物に存在し得る。
【００４６】
添加剤
　その他添加剤は任意選択であり、必要であれば、添加剤の効果に応じて、電着可能な組
成物と混合することができる。任意選択の添加剤としては、例えば、界面活性剤、顔料、
光安定剤、クレーター防止剤、流動助剤、分散安定剤およびフィラーを挙げることができ
る。
【００４７】
　界面活性剤としては、アルコキシ化スチレン化フェノール、例えば、Ｍｉｌｌｉｋｅｎ
　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙ（Ｓｐａｒｔａｎｂｕｒｇ，Ｓｏｕｔｈ　Ｃａｒｏ
ｌｉｎａ）より入手可能なＳＹＮＦＡＣ（登録商標）８３３４、Ｈｕｎｔｓｍａｎ（Ｗｏ
ｏｄｌａｎｄｓ，Ｔｅｘａｓ）より入手可能なアルキルイミダゾリン界面活性剤、および
例えば、Ａｉｒ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ（Ａｌｌｅｎｔｏｗｎ，Ｐｅｎｎｓｙｌｖａｎｉａ）
より入手可能なＳＵＲＦＹＮＯＬ（登録商標）が例示される。これらの組み合わせを用い
ることもできる。
【００４８】
　顔料としては、例えば、二酸化チタン、酸化鉄、赤酸化鉄、透明赤酸化鉄、黒色酸化鉄
、褐色酸化鉄、酸化クロムグリーン、カーボンブラック、ケイ酸アルミニウム、沈降硫酸
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バリウムおよびこれらの組み合わせが例示される。一実施形態において、電着可能なコー
ティングは顔料を含有する。他の実施形態において、電着可能な組成物は顔料を含有しな
い。
【００４９】
　光安定剤、例えば、ヒンダードアミン光安定剤を、電着可能な組成物に添加することが
できる。代表的な市販のヒンダードアミン光安定剤は、例えば、Ｃｉｂａ－Ｇｅｉｇｙ　
Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎより販売されているＴＩＮＵＶＩＮ（登録商標）７７０、２９２
および４４０である。
【００５０】
　流動添加剤としては、例えば、ノニルフェノールまたはビスフェノールのエチレンおよ
び／またはプロピレン付加物が挙げられる。
【００５１】
電着可能な組成物の形成
　一実施形態において、電着可能な組成物は、水、本明細書に記載した酸コポリマー、中
和剤および成膜添加剤を混合して、混合物を形成し、コポリマーが分散するまで、これを
攪拌および（任意選択的に）加熱することにより形成される。分散コポリマーを得るため
に混合物を加熱する場合、周囲温度まで冷やし、硬化剤を任意の添加剤と共に添加するこ
とができる。混合物をさらに攪拌および／またはミリングすると、硬化剤および任意の添
加剤が分散される。一実施形態において、電着可能な組成物を水でさらに希釈すると、１
０～２５重量パーセントの範囲の総固体含量が得られる。
【００５２】
　このようにして形成された電着可能な組成物の粒径は、３０～１７０ナノメートルの範
囲、ｐＨは７～１１の範囲である。
【００５３】
基材をコーティングするプロセス
　一実施形態において、基材は、
　Ａ）ｉ）α－オレフィンと不飽和カルボン酸との少なくとも部分的に中和されたコポリ
マーと、ｉｉ）成膜添加剤と、ｉｉｉ）硬化剤とを含む水性分散液を含む陽極電着可能な
組成物の浴を提供し、
　Ｂ）基材を前記陽極電着可能な組成物に浸漬し、
　Ｃ）陰極と、陽極として機能する前記基材との間に電圧を印加し、
　Ｄ）基材を浴から取り出し、
　Ｅ）電着可能な組成物の塗布された層を加熱すること
を含むプロセスによりコートされる。
【００５４】
　任意選択的に、このプロセスには、Ｅ）の前に基材を濯ぎ、電着可能な組成物の塗布さ
れた層を加熱することがさらに含まれる。濯ぎが含まれる場合には、典型的に、水または
脱イオン水を用いて行われる。
【００５５】
　一実施形態において、このプロセスには、基材を電着可能な組成物に少なくとも部分的
に浸漬することが含まれる。第２の実施形態においては、基材全体が電着可能な組成物に
浸漬される。
【００５６】
　ある実施形態において、電着可能な組成物は、２５℃～約４０℃の範囲の浴温度で塗布
され、印加電圧は１００～４００ボルトの範囲であり、電流は１秒～５分間の範囲で印加
される。他の実施形態において、電流は、約２０秒～約５分の範囲で印加される。
【００５７】
　電着組成物の塗布層は、１５０℃～２５０℃の範囲の温度で加熱して、電着組成物の塗
布層を乾燥および硬化して、膜の乾燥および架橋層を生成することができる。一実施形態
において、乾燥および架橋電着可能な組成物の層の厚さは、１２ミクロン～５０ミクロン
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の範囲である。他の実施形態において、乾燥および架橋電着可能な組成物の厚さは、１５
～４５ミクロンの範囲である。
【００５８】
　基材は、任意選択的に、クリーニングして、電着可能な組成物の層でコーティングする
前に、グリース、汚れまたはその他異物を除去することができる。これは、典型的に、従
来のクリーニング手順および材料を用いて行われる。好適なクリーニング材料としては、
例えば、有機溶剤、例えば、ケトン、エーテル、アセテートおよびこれらの組み合わせ、
弱または強アルカリクリーナー、例えば、市販のもの、および金属処理プロセスにおいて
従来から用いられているものが挙げられる。アルカリクリーナーとしては、Ｈｅｎｋｅｌ
（Ｄｕｓｓｅｌｄｏｒｆ，Ｇｅｒｍａｎｙ）より入手可能なクリーナーのＰ３（登録商標
）ラインが例示される。かかるクリーニング工程は、概して、水による濯ぎの後および／
または前である。任意選択的に、クリーニング後および後の電着可能な組成物との接触前
に、金属表面を、１つ以上の水性酸溶液で濯ぐ、またはこれに浸漬してもよい。濯ぎ溶液
としては、弱酸および強酸クリーナー、例えば、市販のもの、および金属処理プロセスに
おいて従来用いられている希釈硝酸溶液が例示される。
【００５９】
基材および使用
　電着可能な組成物でコートすることのできる有用な基材としては、導電性基材、例えば
、金属材料、例えば、鉄、鋼およびその合金等の鉄金属、アルミニウム、亜鉛、マグネシ
ウムおよびその合金等の非鉄金属ならびにこれらの組み合わせが挙げられる。ある実施形
態において、基材は、冷延鋼、亜鉛コート鋼、アルミニウムまたはマグネシウムである。
導電性または導電性コーティングの追加等により導電性とした熱可塑性および熱硬化性物
品もまた、開示された電着可能な組成物でコートすることができる。
【００６０】
　コートした基材は、自動車車両、自動車車体、製造および塗装されるあらゆる品目、例
えば、フレームレール、商用トラックおよびトラック車体、以下のものに限られるもので
はないが、飲料容器、ユーティリティ設備（ｕｔｉｌｉｔｙ　ｂｏｄｙ）、生コンクリー
ト運搬車両の車体、廃棄物運搬車両の車体および消防および緊急車両の車体、およびこの
ようなトラック車体、バス、農機具および建築機器への可能な取付け具または構成部品、
トラックキャップおよびカバー、商用トレーラー、一般用トレーラー、レクリエーション
車両、例えば、以下のものに限られるものではないが、モーターホーム、キャンパー、コ
ンバージョンバン、バン、娯楽用車両、プレジャークラフトスノーモービル、全地形型車
両、水上バイク、モーターサイクル、ボートおよび飛行機を作製するための構成部品とし
て用いることができる。基材としてはさらに、工業および商業用の新規な構造およびその
保守、オフィスビルや家等の商業および居住用構造壁、アミューズメントパーク施設、船
舶の表面（ｍａｒｉｎｅ　ｓｕｒｆａｃｅ）、橋やタワー等の屋外構造、コイルコーティ
ング、鉄道車両、機械類、ＯＥＭツール、標識、スポーツ用品およびスポーツ用具が挙げ
られる。基材は、任意の形状、例えば、自動車車体構成部品、例えば、自動車車両の本体
（フレーム）、フード、ドア、フェンダー、バンパーおよび／またはトリムの形態とする
ことができる。
【００６１】
　電着可能な組成物の乾燥および硬化層でコートされた基材は、そのまま用いるか、また
はコーティング組成物の追加の層を塗布することができる。自動車およびその他消費財の
製造において、塗布されたコーティングは、市販のプライマー、プライマーサーフェーサ
、シーラー、ベースコート組成物、クリアコート組成物、光沢のあるトップコート組成物
およびこれらの任意の組み合わせの１つ以上でさらにコートすることができる。
【実施例】
【００６２】
　別記しない限り、成分は全て、Ａｌｄｒｉｃｈ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙ（
Ｍｉｌｗａｕｋｅｅ，Ｗｉｓｃｏｎｓｉｎ）より入手可能である。
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【００６３】
　ＮＵＣＲＥＬ（登録商標）酸コポリマー樹脂は、ＤｕＰｏｎｔ（Ｗｉｌｍｉｎｇｔｏｎ
，Ｄｅｌａｗａｒｅ）より入手可能である。
【００６４】
　ＳＹＮＦＡＣ（登録商標）８３３４は、Ｍｉｌｌｉｋｅｎ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍ
ｐａｎｙ（Ｓｐａｒｔａｎｂｕｒｇ，Ｓｏｕｔｈ　Ｃａｒｏｌｉｎａ）より入手可能であ
る。
【００６５】
　ＳＵＲＦＹＮＯＬ（登録商標）１０４ＢＣは、Ａｉｒ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ（Ａｌｌｅｎ
ｔｏｗｎ，Ｐｅｎｎｓｙｌｖａｎｉａ）より入手可能である。
【００６６】
試験手順
　耐メチルエチルケトン溶剤性を試験するために、各板上の乾燥および硬化した組成物層
を、メチルエチルケトンに浸した布で、１００回擦り、過剰のメチルエチルケトンを拭き
取った。板を目視により１～１０で格付けした。格付け１０は、コーティングに目視され
る損傷がないことを意味し、９は１～３個の明らかな傷を意味し、８は４～６個の明らか
な傷を意味し、７は７～１０個の明らかな傷を意味し、６は僅かな穴または僅かな色落ち
のある１０～１５個の明らかな傷を意味し、５は僅かから中程度の穴または中程度の色落
ちのある１５～２０個の明らかな傷を意味し、４は互いに融合し始めた傷を意味し、３は
融合した傷間に僅かな未損傷領域があることを意味し、２は未損傷塗装の目視される兆候
がないことを意味し、１は完全な破損、すなわち、ベアスポットが示されていることを意
味する。
【００６７】
　膜の平滑度を、施行専門家が目視により格付けする。
【００６８】
　ＡＳＴＭ　Ｂ１１７に従って、１０日塩水噴霧を試験した。粒径を、Ｍｉｃｒｏｔｒａ
ｃ（Ｍｏｎｔｇｏｍｅｒｙｖｉｌｌｅ，Ｐｅｎｎｓｙｌｖａｎｉａ）より入手可能なＮＡ
ＮＯＴＲＡＣ（登録商標）動的光散乱粒径分析器を用いて測定した。
【００６９】
分散液１～６の調製
　以下の実施例および表に挙げた成分は全て重量部で表わしてある。
【００７０】
　表１の部分１の成分を、好適な混合容器に、攪拌および窒素雰囲気下で加えた。混合物
を８８℃まで加熱し、ＮＵＣＲＥＬ（登録商標）のペレット形態が水によく分散されるま
で、攪拌した。混合物を約３２℃まで冷やし、表１の部分２の成分を混合容器に加えて、
混合物を６～８時間ローラーミルでミリングした。混合物を表１の部分３で希釈した。
【００７１】
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【表１】

【００７２】
分散液Ａ～Ｉの調製（比較例）
　以下の例では、硬化剤のない分散液を示す。
【００７３】
　表２の部分１の成分を、好適な混合容器に、攪拌および窒素雰囲気下で加えた。混合物
を８８℃まで加熱し、ＮＵＣＲＥＬ（登録商標）のペレット形態が水によく分散するまで
攪拌した。混合物を約３２℃まで冷やし、混合物を表２の部分２で希釈した。
【００７４】
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【表２】

【００７５】
冷延鋼板の作製
　冷延鋼板を、メチルイソブチルケトンで拭きとることにより清浄にした。板を０．１２
５％の水性硝酸溶液に、２７℃で４分間浸漬してから、０．２５％の硝酸ジルコニル溶液
に２７℃で４分間浸漬した。板を、オーブン中、１００℃で５分間強制乾燥した。板を室
温まで冷やし、そのまま用いた。
【００７６】
電着手順
　処理した冷延鋼板に、分散液１～６および比較例の分散液Ａ～Ｉ中、３２℃の浴温で２
分間、２４０ボルトで陽極コートした。コートした各板を脱イオン水で洗って、約１９８
℃で１０分間焼成した。板の膜厚、耐メチルエチルケトン溶剤性を調べ、ＡＳＴＭ　Ｂ１
１７に従って１０日間塩水噴霧耐食試験を行った。試験の結果を表３に示す。
【００７７】
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【表３】

【００７８】
　結果から、成膜剤の存在（実施例１～６および比較例Ｂ、Ｃ、ＤおよびＩ）によって、
成膜添加剤のない例Ａ、ＥおよびＦに比べて、電着組成物の膜厚が厚くなることが分かる
。硬化剤の存在によって、実施例１～６に示すとおり、耐メチルエチルケトン溶剤性が大
幅に向上する。
【００７９】
　分散液１および２の硬化コーティングを、ＧＭ９５４０Ｐ加速腐食試験およびＧＭ９５
０８Ｐ方法Ｂ耐チップ性試験に従ってさらに試験した。耐チップ性試験については、メー
カーの説明書に従って、１組の電着板を、ＤｕＰｏｎｔ溶剤性プライマー、ベースコート
およびクリアコートでコートし、もう１組の電着コート板を水性プライマー、ベースコー
トおよびクリアコートでコートした。試験の結果を表４に示す。
【００８０】

【表４】

【００８１】
　これらの試験結果によれば、後に市販のコーティング組成物でコートされる上述した電
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着可能な組成物の乾燥架橋層を有する基材は、優れた耐食性および耐チップ性を有してい
ることが分かる。これらの試験については、６ｍｍ以下の加速腐食スコアだと試験に合格
と考えられ、７以上の耐チップ性だと合格したものと考える。
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